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千円

平成１９年度事業費 内　　　　　　　　　　　　容

0.0

　「県民まつり」等のイベントに参加し，水道水の安全性

５３整理番号

［法人の概要］

出資法人等経営評価書（公益法人会計用）

平成１9年７月１日現在

　

　

財団法人　茨城県企業公社

設　立
目　的

　水道の普及促進や浄水場の運転管理業務を通して，県行政及び公営企業の円滑な推
進を支援し，県民の多様かつ高度なニーズに対応して県民福祉の向上に寄与すること
を目的とする。
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県派遣 県ＯＢ　７月１日現在の人数

非常勤理事
役員

非常勤監事

1480
4

嘱託職員

0

合計 平均年齢

平成１９年

211 3 6

当期常勤職員 ２０代以下
計

　浄水発生土資源化設備の運転管理と製品販売を行い，資源
のリサイクルに対する県民の意識の高揚を図っている。
　市町村の浄水場等の運転管理を行い，水道事業の効率化
に貢献している。

千円

千円

1,127,924

をＰＲすることにより，水道の普及を促すとともに，水道
水源の浄化や水資源の大切さについて啓発している。
　市町村の水道事業に従事する職員を対象とした研修
会を実施し，担当職員の資質の向上を図っている。

３０代 ４０代

0

平均勤続年数

146
211

0 1

2,844

26,534

1

５０代以上

職員

管理職

事業３

公益事業

受託事業

収益事業

事業１

事業２

　県企業局の所管する浄水場の運転管理業務や水質検
査業務を行い，水道水の安定供給に貢献している。
　つくばへリポートの管理や格納庫の管理も行ってい
る。

　１１年　　１月7 60 ３５歳　７月2 48 3
合計 平均年齢当期常勤職員

の年齢構成
２０代以下 ３０代 ４０代 平均勤続年数５０代以上

1



［収支の状況］ 　

収入合計

支出合計

当期収支差額

正味財産増加額

正味財産減少額

資産

（単位：千円）

99,038

87 299流動資産
財

収

支

の

状

況

事業外支出

うち管理費

うち人件費

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産

期末正味財産

区　　　　分

事業収入

事業外収入

事業支出

352,510

112 680

107,231

1,003,549

1,223,015

1,152,493

1,024,518

1,220,220

973,393

290,863

106 418
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△ 30,061
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3,302 6,507

28,210

1,024,621

231,017

128,497

1,208,402

973,390977,385

125,688

279,686

29,949

70,522

1,253,076

246,827

平成１７年度 平成１８年度平成１６年度

1,226,727

1,141,311

85,416

1,211,704

1,146,460

65,244

財団法人　茨城県企業公社

負債

正味財産

［平成１８年度の補助金等の目的・内容等］

　

損失補償・債務保証

1,103,8131,114,285

91%

　

91%

　

　

委託金
　「水道普及啓発強化業務委託」，「浄水場の運転管理業務等委託」，「つくば
ヘリポート管理業務委託」，「管路保守管理業務委託」及び「資源化設備運転
管理業務委託」を受け，効率的な業務の推進に寄与している。

支　　出　　項　　目 目     　的　 ・ 　内　      容　・　効　　　　果

補助金
 

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

107,231102,340

241,127

87,299

92,468

（単位：千円）
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0 0 0

1,103,8131,114,285

［財的関与の状況］
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　　計
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貸付金

区　　　　分

財

産

の

状

況

1,105,672

90%
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財政的関与の割合（％）
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0
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00
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貸付金
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目的適合性

4

評価項目数

4

5

［評点集計］

健全性 11

組織運営の適正性

評価の視点

計画性

評点

7

13

7

得点率

87.5%

92.9%

87.5%

満点

8

14

8

公益法人会計用
財団法人　茨城県企業公社

警　戒　指　標

効率性

合計

26 40

32

102

6

59

9

33

組織運営の
適正性

57.8%

65.0%

18.8%

法人が行っている事業と当初の設
立目的が適合しているか

《評価の視点》

組織，人事，財務等の内部管理体
制が適切に整備・運用され，かつ情
報公開による透明性の確保が適切
か

計画性

目的適合性

法人の財務体質が健全であるか，
また，各事業の採算性がとれてい
るか

健全性

経営目的，経営方針が各種計画に
反映され，計画・実行・見直しが行
われているか

-200%

-150%

-100%

-50%

0%

50%

100%

計画性

目的適合性効率性

経営評価レーダーチャート

 
 

今後の事業展開の方向

目的適合性 組織運営の適正性
新たな財源の確保に
努めると共に，なお一
層の経営の効率化を
目指す。県企業局の
中期経営計画との整
合性を保ちながら，経
営体質の強化を図っ
ていく。

県企業局の所管する
浄水場の運転管理を
円滑に行うとともに，
水道の普及促進や水
質浄化啓発活動等も
行っており，設立目的
に沿った事業を実施し
ている。安全で安心な
水道水の安定供給に
寄与していく。

職員の年齢構成に偏
りがみられるが，業
務は円滑に実施され
ている。

職員のコスト意識を高
めると共に，経費節減
に努めていく。

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

る

組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されて
いるか

各評価項目については，「出資法人等
経営評価指標及び評価基準等」を参照

効率性

現在行っている公益事業を積極的に展開しながら，経費節減に努め，効率的経営体制の
強化を図る。また，県企業局と一体となって水道水の安定供給に努め，更なる信用を得ら
れるように努力する。

健全性計画性 効率性
実費弁償方式を行っ
ているため，利益率
は上がらない。しかし
借入金もなく健全な
経営である。

組織運営の適

正性
健全性

3



［法人を担当する課の意見］

取組内容等

平成１８年度

１　経費の削減
　　平成15年度の職員１人あたり事務費について平成21年度までに7.5％の削減を図る。
２　経営体質の強化
　　技術力の強化のため，業務上重要性を有する各種資格の取得に積極的に取り組む。
（１）水道施設管理技士（２級）　 Ｈ17年度現在8人をＨ21年度末までに20人
（２）エネルギー管理員（電気）　Ｈ17年度現在6人をＨ21年度末までに15人
（３）酸素欠乏危険作業主任者　Ｈ17年度現在20人をＨ21年度末までに30人
（４）産業廃棄物中間処理施設技術管理士　Ｈ17年度現在3人をＨ21年度末までに10人
３　浄水場運転管理業務委託における民間委託の場合との費用対効果検証
　　企業局において，業務の効率性や安全性等の要素も踏まえ，平成20年度末までに費用
対効果等の検証を行う。

平成１９年度改
革
工

　安定的な事業の実
施のためには，これ以
上の人員削減は困難
であることから，嘱託
職員の使用による人
件費の抑制，事務経
費の削減による経営
の効率化に努めてい
る。

  常勤役員は１名の
みであり，管理職者
数も適正な範囲であ
る。採用時期の関係
上プロパー職員の年
齢が低めであるが，
業務は適正に行われ
ている。

計画性 効率性健全性組織運営の適正性目的適合性

平成２０年度

・職員１人あたり事務費の削減
  （平成21年度までに平成15年度比－

削減）

・職員１人あたり事務費の削減
  （平成21年度までに平成 15年度

削減）

・職員１人あたり事務費の削減
　（平成21年度までに平成15年
度 削減）

　年次計画及び中期
計画を策定し，計画的
に事業を実施してい
る。

　企業局浄水場の運
転管理，つくばヘリ
ポートの管理等を確実
に実施すると共に，水
道の普及促進事業を
始めとした公益事業も
積極的に行っており，
設立目的沿った事業
が行われている。

　事業の大部分が利
益が生じない実費精
算方式を採っている
ため，法人としての
利益率は低いが，借
入金はなく，経営は
健全である。

計
　
　
　
画

取
 

組
 

状
 

況

・職員１人当たりの事務費6.84％削減
・平成18年度資格取得者
　水道施設管理技士2級 5人
　エネルギー管理員（電気） 3人
　産業廃棄物中間処理施設技術管理
士 　１人
・費用対効果検証のため，他県水道事
業者への実態調査を実施

- -

程
表
等
の
取
組
状
況

　企業公社はこれまで水道の普及促進や水質浄化の啓発に積極的に取り組んでおり，本
県の水道普及率の向上に寄与してきた。また，企業局浄水場の運転管理を円滑にサポー
トすることにより，局職員の人員増の抑制，経費節減に貢献し，企業局と一体となって水道
水の安定供給に努め，県民福祉の向上に寄与してきた。
   昨年度の経営評価においては，公社の役割は，発注者である県企業局と連携して機動
的かつ効率的に業務を運営することにあり，コスト面でも寄与できるよう引き続き経費等を
見直し，自主的な経営改善に努めるべきであるとされた。
   企業局浄水場の運転管理業務等委託については，平成18年度確定額で対前年度比約
9,616千円の減となっており，経費節減の効果が現れているが，将来的に民間事業者と競
合することも想定されることなどから，所管課においても民間事業者との競争に負けない経
営体制を確立するよう指導し ると ろ あり 公社 も改革 程表による進行管理を実

法人担当課の意見

7.5％の削減）
・技術力強化のため各種資格の取得
  （平成18年度取得者目標）
水道施設管理技士2級 3人
エネルギー管理員（電気） 2人
酸素欠乏危険作業主任者　2人
産業廃棄物中間処理施設技術管理士
１人
・浄水場運転管理業務について
  民間委託の場合との費用対効果等の
検証

比－7.5％の削減）
・技術力強化のため各種資格の
取得
  （平成19年度取得者目標）
 水道施設管理技士2級 3人
 エネルギー管理員（電気）2人
 酸素欠乏危険作業主任者4人
 産業廃棄物中間処理施設技術
管理士2人
・浄水場運転管理業務について
民間委託の場合との費用対効果
等の検証

度比－7.5％の削減）
・技術力強化のため各種資格
の取得
  （平成20年度取得者目標）
水道施設管理技士2級　2人
エネルギー管理員（電気）　2人
酸素欠乏危険作業主任者　3人
産業廃棄物中間処理施設技術
管理士2人
・平成20年度末までに検証結果
取りまとめ

営体制を確立するよう指導しているところであり，公社でも改革工程表による進行管理を実
施しながら，各種経費の削減や技術力の向上等による経営体制の強化に積極的に取り組
んでいるところである。
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［総合評価］

　当法人は水道の普及促進事業や水質浄化啓発事業を行うとともに，県企業局浄水場の
運転管理業務に関し長期にわたる安定的な実績を有しており 安全な水道水の安定供給

健全性 効率性

総合的所見等

概ね良好 改善の余地がある 緊急の改善措置が必要

  県企業局が所管する浄水場の運転管理業務を受託しているが，主たる事業については，
実費弁償方式が採用されている。
  一部自治体では，浄水場の運転管理を民間委託している事例もあることから，県は民間
委託した場合の費用対効果を検証する必要がある。
　当法人においては，コスト面で県に寄与できるよう引き続き費用全般に対する見直し，縮
減が必要である。
　また，常勤職員の年齢構成が，アンバランスであり，今後，民間との競合も予想されるこ
とから，人員構成も含め，民間事業者に負けない経営体制づくりに取り組んでいく必要があ
る。

取組みを強化すべき視点 計画性 目的適合性 組織運営の適正性

から県民のみなさまへ＞

　当公社は，県行政を補完し，公営企業の円滑な推進を支援することを目的として，平成２年に設立いたしました。
以来，県企業局浄水場の運転管理業務を中心に着実に実績を積み重ね水道水の安定供給に取り組んでまいりま
した。
　今年度は，平成１７年度から２１年度を期間といたします当企業公社の第２次中期計画の３年目に当たりまして，
なお一層スリムで効率的な業務の運営に心掛けると共に事務経費等の節減を図り，安定した経営基盤の確立に
努めてまいります。
　今後とも，公益法人として，水道の普及促進及び水質浄化啓発などの設立目的に沿った活動を積極的に行って
参りますとともに，これまでの実績や経験を生かし浄水場の運転管理技術や水質分析技術の向上を図り，安全・
確実な業務で信頼を高め，県企業局と一体となって水道水の安定供給に努めてまいります。
　県民の皆様のご理解とご支援をお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２０年２月　　理事長　坂入　健

総合的所見等
に係る対応

運転管理業務に関し長期にわたる安定的な実績を有しており，安全な水道水の安定供給
に寄与しているところである。また，各種資格の取得による職員の技術力の向上や経費の
見直し等による経営の効率化にも計画的に取り組んでいる。
　費用対効果において，当法人への委託はコスト的には民間委託にほぼ匹敵するものと判
断されるが，平成２０年度までに安全性や業務の効率性等の要素も踏まえた検証結果を取
りまとめることとしており，県企業局としては，当法人に対して，より一層の技術力の向上や
業務の効率化等について引き続き指導を行っていく。

＜ 財団法人茨城県企業公社
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